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令和 元 年６月 １０ 日 
                            企画総務部契約検査室 
   登録業者の皆様へ 

 

最低制限価格及び低入札価格調査基準価格等の見直しについて（お知らせ） 

 

中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル等が改正されたため、建設工事並び

に測量、調査及び設計業務委託に係る「最低制限価格等」について、以下のとおり

見直します。 

 

１． 改正内容                                                 

 

（１）建設工事の取扱いについて 

 ① 最低制限価格及び低入札価格調査基準価格の設定範囲を改正する。 

現   行 改  正  後 

上限：「１００分の９０」 

下限：「１００分の７０」 

上限：「１００分の９２」 

下限：「１００分の７５」 

  

◎ 最低制限価格及び低入札価格調査基準価格の算定式（※算定式の変更なし） 

予定価格の下限 ≦ 
（直接工事費×97％+共通仮設費×90％+ 

 現場管理費×90％+一般管理費等×55％）

 

≦ 予定価格の上限

 

 

②  建築積算体系（土木、下水道積算体系は除く。）の建築一式・電気・管等の直

接工事費等の対象額の運用を改める。  

直接工事費の対象額：直接工事費－（直接工事費の 10％） 

       現場管理費の対象額：現場管理費＋（直接工事費の 10％）                             

※ 共通仮設費、一般管理費等については、変更なし 

 

（２）測量、調査及び設計等の業務委託について 

①  地質調査業務の諸経費の参入率を引き上げる。  

業種区分 （1） （2）  （3）  （4）  

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額

諸経費の額に１０

０分の４８を乗じ

て得た額 

－ 



2 
 

 

②  測量業務、地質調査業務に係る設定範囲を改正する。 

 ア 測量業務に係る設定範囲を「１００分の６０から１００分の８２」の範囲内

とする。 

 イ 地質調査業務に係る設定範囲を「３分の２から１００分の８５」の範囲内と

する。 

   ※ ア、イ以外の業種の設定範囲は「１００分の６０から１００分の８０」の

範囲内で変更なし。 

 

２ 実施時期                                                 

 

令和元年７月１日以後に入札公告又は指名通知を行う契約検査室所管に係る建設

工事並びに建設工事に係る測量、調査設計及び業務委託の入札案件等から適用する。 

 

 

 

建築関係の建設

コンサルタント

業務 

直接人件費の額 特別経費の額 

技術料等経費の額

に１００分の６０

を乗じて得た額 

諸経費の額に１０

０分の６０を乗じ

て得た額 

土木関係の建設

コンサルタント

業務 

直接人件費の額 直接経費の額 

その他原価の額に

１００分の９０を

乗じて得た額 

一般管理費等の額

に１００分の４８

を乗じて得た額 

地質調査業務 直接調査費の額

間接調査費の額に

１００分の９０を

乗じて得た額 

解析等調査業務費

の額に１００分の

８０を乗じて得た

額 

諸経費の額に１０

０分の４５→４８

を乗じて得た額 

補償関係コンサ

ルタント業務 
直接人件費の額 直接経費の額 

その他原価の額に

１００分の９０を

乗じて得た額 

一般管理費等の額

に１００分の４５

を乗じて得た額 

【お問合せ】 大牟田市企画総務部 契約検査室契約担当 

        TEL：０９４４－４１－２５９０ 

        FAX：０９４４－４１‐２５９２


